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企業の事業所網の展開か らみたわが国の都市群 システム

西 原 純*

先進資本主義国の都市群システムにおいては,企 業の組織 ・活動の空間的構造が重要な構成要素 となって

いる.本 研究では,わ が国の主要な74都 市を対象 として,企 業の事業所網(本 所一支所)の 展開か らみた

都市群 システムを分析 した.

その結果,東 京を主 とする3大 都市企業や広域中心都市企業の事業所網の展開によって国家的 ・地方的都

市群システムが形成されてお り,そ の空間的形態には, 3大 都市圏 ・周辺圏 ・地方圏 という3地 帯構造と3

大都市 ・広域中心都市 ・県庁所在地都市 という都市の階層構造が明瞭に現われていた.

さらに企業の全国的展開では, 3大 都市に企業組織の頂点をなす本所が,中 位階層をなす広域中心都市に

は広域的地方を管理 ・管轄する組織が,県 庁所在地都市やさらに下位階層の地域には現業 ・生産部門が進出

し,企 業組織の空間的分化が階層構造をなして進行 しており,そ れがわが国の都市 ・地域の階層形成の主た

る要因 となっている.

Iは じ め に

先進 資本 主義 国 の都市 群 シス テム にお いて は,全

国 的 あ るい は地 方 的 スケー ルで形 成 されて い る企 業

の 事業 所網 が重 要 な要 素を な して いる(Mckay and

 Whitelaw, 1977; Goddard, 1977, 1978; Borchert,

 1978; Marshall, 1979; Stephens and Molly, 1981),

わ が国 に おいて も,と くに戦 後 の高度経 済 成長期 以

降,企 業が 規模 の拡 大 を はか り広 範囲 な地域 にさま

ざ まな機能 を もつ複 数 の事業 所(本 所 ・支所 ・研 究

所 ・工 場 な ど)を 配 置 した.企 業 の空 間的 な組織 展

開 が,都 市 に機 能 的な違 いや特有 の都市 間 結合 関係

を もた ら し,都 市群 の 階層的 構造 を形成 して きた.

イギ リス を事例 と して考察 したWestaway(1974)

によ る と,大 企 業 の多 くは,他 企 業 ・対企 業サ ー ビ

ス ・行 政機 関 な ど との情 報流 通 ・相互 依存 の容易 さ

か ら大 都市(ロ ン ドン)に 本 社 を置 き,日 常的業 務

部 門 や生産 部門 を小 都市 や発 展途 上地 域 に分散 させ

た.そ の結 果,立 地す る企業 の部 門 に対応 して,都

市 群 シ ステ ムの階層 的秩 序 が形成 され て い るとい う.

したが って,先 進 資本 主 義 国 の都 市群 シス テ ム
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を,企 業の活 動 ・組織 に おけ る空間 的構造 の面 か ら

解 明 す る こ とが,非 常 に重 要 な課 題 とな って い る

(Goddard,1977;日 野, 1981; Danlels, 1983).し

か し,企 業 活動 にお け る都 市 間の結合 関係 を,企 業

の 意志 決定,情 報 ・資金 の流通,対 企 業 サ ー ビスの

依 存 関係 な どか ら探 る こと は難 し く(Hayter and

 Watts, 1983),わ が 国 で も この 点 か ら分 析 した研

究 は,緒 につい たば か りで あ る.

一方 ,企 業組織 に よ る結 合 につ いて は,同 一 企業

内 の本 所 と支 所 の所在 都市 を把 握す る こと によ って,

比 較的 容易 に正確 に捉 え る ことがで きる.ま た,企

業 の事 業所網 は,本 所 と支 所 とい う上 下 関係 的結合

か らな り,「 意思決 定 ・情報 」 とと もに,「 物資 ・サ

ー ビス ・人 」 な どの 流通 を生 起 させ る関係 で もあ

る.し た が って,企 業 の事業 所網 によ って, Meyer

 (1984)の 述 べ た,都 市 間 の① 管理 機 能 的 ・調 整機

能 的結 合関 係 と, ②物 質的 結合 関係 の2面 を捉 え る

こ とがで き る.

企業 の事 業所網 によ る結 合 関係 に焦点 を あて た従

来 の 都市 群 システ ム研究 と して, Predの 一 連 の研

究(1971, 1973, 1975, 1976, 1977)が あ げ られ よ う.

 Predは,成 長誘 発 的 イ ノベ ー シ ョンの拡 散 プ ロセ
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ス を研究 す る過程 で,同 一 企業 内 の本所 と支所 間 の

結 合 関係 に注 目 した.現 実 の都 市 間結 合 関係 に は,

従 来 か ら想 定 され て いた 階層 的 な結 合 関 係 を なす

Christaller型 結合 だ けで な く,同 一 階 層都 市 や異

な った サ ブ システ ムに位置 す る上位 ・下位 階層 都市

へ も事業 所網 の 展開 がみ られ,非 階層的 な結合 関係

が 存在 す る こ とを指 摘 し, Pred型1)と 呼ば れ て い

る都 市群 システ ムの モデ ルを提 示 した.

1つ の サ ブ シス テ ムの 頂点 を なす 大 都 市 に と っ

て,自 サ ブ シ ス テ ム 内 の 中小 都 市 全 部 と の 結 合

(Christaller型 結 合)よ り も,他 の サ ブ シス テ ム

の 頂点 を なす 大 都市 との結 合(Pred型 結合)の 方

が,多 くの新 しい イ ノベ ー シ ョン ・情報 や大 きい市

場 を 獲得 す る こ とが で きる.日 野(1978, 1981)に

よる と,わ が国 の商 品流通 か らみ た地域 間結合 関係

で も3大 都市 間 相互 の結合 が最 も強い とい う.

Wheelerは 一 連 の 研 究(1984, 1986a, b, 1987,

 1988a, b)の な かで,親 会社 と子 会 社 間の 結合 関係

か ら, Greenand Semple(1981)とGreen(1983)

は,大 企業 の情 報収集 ・意 志決 定 ・資金 調達 にお い

て 重要 な機 能 を もつ 兼任重 役 会を取 り上 げ,大 企業

本 社 と兼任 重役 の所 在地 に よ る結合 関係 か ら,ア メ

リカ合 衆国 の都 市群 システ ムを論 じた。 そ の結 果

ニ ュー ヨー クを最重 要拠点,シ カゴ ・デ トロイ トを

副 次的 拠点 と し,全 米各地 の 主要都 市(セ ン トルイ

ス ・ロサ ンゼ ルス ・デ ンバ ー ・ダラ ス ・ヒュー ス ト

ン ・マ イア ミな ど)へ 結 合網 が展 開 してい る ことを

明 らかに した.

わが 国の 企業 の事 業所 網 につ いての分 析 で は,九

州 経済 調査 協会(1977)が,九 州地 方 の主要 都市 を

対 象 に,上 部機 関 ・下部 機関 の所 在地都 市 を調査 し

た.そ の結 果,本 所(東 京 ・大 阪)-支 社 ・支 店(福

岡)-営 業所 ・出 張所(北 九 州市,九 州 地 方 の県庁

所 在地 都市)-特 約 店 ・代 理店(県 内副 次 中心 都市)

とい う都市 間結 合 と階層 関係 を明 らか に した.ま た

日野(1986)は,山 形 県5都 市(山 形 ・酒 田 ・鶴 岡 ・

米沢 ・新庄)を 対象 に,仙 台-山 形-他 の4都 市 と

い う階層 的秩序 を みいだ した.阿 部(1987)も,経

済的 中枢管 理機 能 を担 う大企 業本所 ・支 所 の集積 と

都市 階層 との 関係 を論 じ, 3大 都市(本 所)→ 広域 中

心4都 市(支 所)間 の 階層的結 合 関係 を把握 した.

さ らに,地 方企 業が 上記 の7都 市 に支所 を置 く比 率

を求 め, 7都 市 が地 方企 業進 出の 際の拠 点 とな って

い る ことを明 らか に した.

また,日 本 と異 な った分散 的都 市群 システ ムを形

成 して いる西 ドイツを対 象 と して,山 本(1987)は,

企業 に おけ る本 社 ・支所 の 関係 か ら支 配 ・従 属 ・相

互依 存 の空間 的パ タ ー ンを把 握 した.そ の結 果,西

ドイ ツにお いて は7都 市 が頂 点 をなす 空間 的支 配の

ネ ッ トワー クを形成 して いる ことを明 らか に した。

企 業の事 業所 網 につ いて の従来 の研 究 によ って,

わ が国 の都 市群 システ ムで は,国 家的 中心 都市 →広

域 中心都市 →県 庁所 在地 級都 市→ 県内 副次 中心 都市

とい うChristaller型 結 合 関係 が 卓越2)し て い る こ

とが 明 らか に され て い る.し か し, ① 広 域 中心 都

市 ・県庁 所 在 地 級都 市 ・県 内 副 次 中 心都 市 に お い

て, 3大 都市 を初 あ とす る上 位 階層都 市企 業の 支所

(Christaller型 結 合)が,当 該 都 市 の 雇 用 量 に と

って どの程度 の重 要性 を もつの か,ま た, ② これ ら

の都 市 間結合 を支 え る企 業 の事業 所網 は どの よ うな

産 業な のか,が 定量 的 に明 らか に されて いな か った

(西 原, 1988).さ らに, ③ 非階層 的 な関係 を なす都

市 間 での企 業 の事 業所 網 の展 開(Pred型 結 合)は,

わ が国 の都市 群 シス テム にどの よ うに位置 づ け られ

るのか(日 野, 1981),も 未 解明 で あ った.

本稿 で は,企 業 の事 業所 網の展 開 か らみた わが国

の 都市群 システ ムを分 析 し,さ らに上 記 の未解 明 の

点 を明 らか にす る ことを 目的 とす る.

II資 料 お よび分 析 の方法

分 析 に用 いた 資料 は, 1981年 事 業所 統 計 調 査 に

よ る単 独 ・本 所 ・支所 事業 所(本 所 の所在 地別)別
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の従業者数3)で,県 庁所在地および人口30万 人以

上の規模をもつ74都 市を分析対象とした.こ れら

74都 市は,階 層的にも規模的にも,わ が国の都市

群システムの骨格をなす主要都市であり,国 家的 ・

地方的都市間結合を論じるための研究対象として適

当であると考えられる.

企業の事業所網の特性を捉えるため, 74都 市につ

いて, ①単独事業所比率, ②本所比率, ③自都市に

本所のある企業の支所事業所比率(以 下,市 内企業

比率と呼ぶ), ④県内他地域に本所のある企業の支

所事業所比率(県 内企業比率), ⑤地方ブロック内

の他県に本所のある企業の支所事業所比率(地 方ブ

ロック企業比率), ⑥東京都 ・大阪府 ・愛知県の3

大都市に本所のある企業の支所事業所比率(3大 都

市 企 業比 率4)),お よ び, ⑦ 当該 都 市 に支所 を配 置

して いる企業 の本所 所在 地 で ある都道 府県 の数(支

所進 出 の県数)の あわせ て7指 標 を算 出 した。

ただ し, ① ～⑥ の比率 は従 業者 べ ースで 算 出 した.

そ の理 由は,各 都市 の経 済的 基盤 にお け る地 元企 業

と域 外企 業の寄 与度 を定 量的 に把 握す るた めで あ る.

ま た,地 方 ブ ロ ックにつ い て は,北 海 道5)・東 北 ・関

東 ・北陸 ・東海 ・近 畿 ・中国 ・四 国 ・九 州 の9ブ ロ

ックを採用 した(第1図).こ の区分 は,阿 部(1987)

の 「主 要企 業支 所 の営業 範囲 に よる主要 都市 テ リ ト

リー」 と も一致 す る.

また,わ が国 の都 市群 システ ムに は顕 著 な空 間的

偏 りが存 在 す る た め(高 橋, 1982),全 国 を3大 都

市 圏 ・3大 都市 圏 周辺 地 帯(以 下,「 周 辺 圏 」 と記

第1図　 9地 方 ブ ロ ック と3地 帯 の 区 分

A:地 方ブ ロックの境界B: 3大 都市 圏C:周 辺圏

Fig. 1 Division of Japan into nine provincial blocks and three zones

A: boundaries of the provincial blocks B: metropolitan zone G: metropolitan fringe zone
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す)・地方圏の3地 帯に区分6)し,分 析を行なった.

III企 業の事業所網からみた都市の特徴

1.ロ ーカルな事業所網の展開

1)地 元企業の事業所網の展開

単独事業所比率 ・本所比率 ・市内企業比率は,各

都市に立地する事業所が属する企業の地元性を示し

ている.そ こで本節では, 3指標の合計値を地元企

業比率と呼び,都 市間でのこの比率の差異を検討す

る(第2図).

地 元 企 業 比 率 が 高 い 都 市 は,東 京90.2%9那 覇

83.3%,高 知82.6%,福 井81.2%,岐 阜81.0%,

鹿 児 島80.3%な ど で,地 方 圏 に 多 い.逆 に こ の 比

率 が 低 い 都 市 は,藤 沢44.0%,枚 方44.4%,船 橋

51.1%,倉 敷51.9%,相 模 原53.5%,市 川54.5%

な どで, 3大 都 市 圏 に 多 い.地 帯 別 の 平 均 値 を み て

も, 3大 都 市 圏61.6%,周 辺 圏68.5%,地 方 圏72.8

%で, 3大 都 市 圏 ほ ど,そ こ に 立 地 す る 事 業 所 の 地

第2図　 地元企業比率(単 独事業所 ・本所 ・市 内企業比率)と 県内企業比率

A:単 独事業所比率B:本 所比率C:市 内企業比率D:県 内企業比率

Fig. 2 Employment shares for local enterprises (A•EB•EC) and for enterprises based 

in the same prefecture (D)

A: independent enterprises B: headquarters establishments C: branches of enterprises based 

in the same city D: branches of enterprises based in the same prefecture
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元 性 が低 く,自 都 市 の外 か らの企 業進 出が著 しい こ

とが わ か る.

ただ し, 3大 都 市 圏の なか で は,東 京 お よび京都

79.7%,大 阪78.0%,神 戸75.5%,名 古 屋74.0%,

横 浜64.0%が 高 い比 率 を示 す.こ れ らは,か つ て

6大 都市 と呼ば れ,戦 前 に は巨大 な都市 群 を形成 し

て い た(二 神, 1970).現 在 で も域外 企 業 に比 べ て

地元 企 業 によ る事 業所 網 の集積 が 著 しく,各 都市 が

独 自の経 済 的基 盤 を形成 して い る といえ よ う.

周 辺 圏の ほ とん どの都 市で は,地 元企 業比 率 はあ

ま り高 くないが,岐 阜 お よ び前 橋74.8%,浜 松76.3

%と 高 い値 を示 す都 市 もあ る.地 方圏 の福井 を加 え

て考 え ると,い ずれ も地 場産 業が 発達 して お り,こ

れ らの 都市 で は,地 元企 業が 自都 市 の経済 活動 に大

きな ウエ イ トを 占めて い ると いえよ う.

地元 企 業比 率 が高 い地 方 圏 の都市7)を み る と,那

覇,高 知 ・鹿児 島 な どの都市 で は と くに高 い値 を示

して い る.国 土 の縁 辺部 に位 置す る都 市で は域外 企

業 の進 出 は少 な く,結 果 と して地 元企 業比 率が 高 く

な って いる と理 解 で きよ う.ま た,広 域 中心都 市 を

除 く県 庁所 在地 都市 の地 元企 業比 率 は一般 に高 く, 

26都 市 の平 均値 は75.0%に 達 して い る.こ れ は,

県 庁所 在 地都 市企 業が 県域 に事 業所 網 を最 も展 開 さ

せ て お り,県 内の他 地域 の企業 の進 出が相 対的 に少

な い ことを示 して い る.こ れ と対照 的 に,広 域 中心

都 市 で は,仙 台62.0%,福 岡62.9%,広 島67.4%

と地 元企 業 比率 が低 い8).こ れ は, 3大 都市 企 業 を

初 め とす る域 外企 業 の支所 進 出が非 常 に多 いため で

あ る.

2)県 内企 業の 事業 所網 の展 開

次 に県 内企 業比 率 を検討 す る(第2図). 74都 市

の平 均値 は6.8%で あ り,支 所 事業 所 の うちで も,

都市 の雇 用量 に占め るウエ イ トが最 も低 い.県 内 企

業 比 率 の平 均 値 を み る と, 3大 都 市 圏11.6%,周

辺 圏4.6%,地 方 圏4.0%と な って お り, 3大 都 市

圏 に おいて は,市 域 を超 え る事業 所網 の展 開が活 発

で あ る ことがわ か る.

さ らに県 内企業 の展 開 にお いて は,県 庁 所在 地都

市 とそれ以外 の都 市 で,か な りの違 いが み られ る.

 3大 都 市 圏で は,県 庁 所 在地9都 市3.2%,そ の他

の18都 市15.7%,周 辺 圏 で は県 庁所在 地8都 市3.5

%,そ の他 の3都 市7.3%,地 方 圏で も,県 庁 所在

地30都 市(広 域 中心都 市 を含 む)3.2%,そ の他 の

6都 市7.9%と な って い る.ま た,地 方 圏30道 県

か ら研 究対 象 都市 を 除 いた地 域9)に つ いて,県 内 企

業 比 率 の平均 値 を み る と12.3%と な り,階 層 が低

い都市 ・地 域 ほど この比率 が上 昇 して い る.こ の点

か ら,県 域 内で の事 業所網 は,主 と して 県庁 所在 地

都 市 に本所 を置 く企 業 によ って形成 され て い るこ と

が読 み取 れ る.

2.国 家 的 ・地 方 的な事 業所 網 の展開

1) 3大 都市 企業 の事業 所網 の展 開

わ が国 の経済 活動 の核 心を なす3大 都 市企 業 の事

業所 網 の展 開 状況 を 検討 した(第3図,第4図).

地帯 ご との3大 都 市企 業 比率 の 平均 値 は, 3大 都 市

圏30.8%,周 辺 圏24.8%,地 方圏16.5%と, 3大

都市 か ら遠 ざか るに したが って この比率 が低 くな る.

3大 都市 圏 ・周 辺圏 の都 市 は3大 都市 企業 の事 業所

網 に しっか り と組 み込 まれて お り,ま た地方 圏 にお

いて も10%を 超 え る比 率 を示 した こ とは, 3大 都

市企 業の展 開 が全国 に及 ん で いる といえ よ う.

地 方圏 での都 市 階層 ごとの平均 値の 差異 をみ ると,

広域 中心4都 市 は25.1%と 高 い の に対 し,県 庁 所

在 地26都 市 は14.7%,主 要 都 市 を除 いた30道 県

は13.2%と,下 位 階層 に な る ほど低 い.こ の結 果

か ら, 3大 都 市企 業の 事業所 網 は都市 階層 に沿 って

展 開 してい る といえ よ う.

Wheeler (1986b)は,ア メ リカ合衆 国 に おけ る

企 業 と金 融機 関 の結 合 関係 を都市 群 システ ムの立場

で 分析 し,遠 距離 に あ る都 市間 で も強 い関係 が存在

す る全 国的結 合 関係 と,近 距離 に ある都市 間 での 関
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第3図　 東 京 ・大 阪 企 業 比 率

A:東 京企業比率B:大 阪企業比率

東京都 ・大阪府に属する都 市につ いで は,そ れぞれ東東企業 ・大阪企 業の表 示が 除いて ある。

Fig. 3 Employment shares for branches of enterprises based in Tokyo and Osaka metropolitan areas

A: enterprises based in Tokyo metropolitan areas B: enterprises based in Osaka metropolitan areas

For cities located within Tokyo and Osaka prefectures, the share of employment held by enterprises based in the same 

prefecture have been excluded.

係 しかない地方的結合の2種 類に分類している.こ

の見解をもとに,本 研究の3大 都市企業の工事業所網

の展開を整理するならば, 3大 都市圏内への進出は

「日常生活圏的結合」,周辺圏への進出は 「地方的

結合」,地方圏への進出は 「全国的結合」とみなす

ことができる。3つ のレベルの結合の質的な違いは

「IV都 市間結合関係を支える産業」で検討する.

また,都 市間結合タイプと事業所網の拡散過程

(杉 浦, 1989)を 関連づ け る と,日 常生 活 圏的結 合 ・

地方 的結 合 と全国 的結 合の対 比 に は,主 と して 距離

減衰 効果 が み られ,全 国的結 合 にお け る都 市 階層 ご

との差異 に は階層 効果 が み られ る.

次 に,全 国的結 合 にお け る3大 都市 の勢 力 を検討

した(第3図,第4図).地 方 圏36都 市 の平 均 値 を

み ると,東 京 企業12.5%,大 阪 企業3.6%,愛 知企

業0.5%と な り,東 京企 業 が 全体 の75%を 占め て,
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第4図　 愛 知 企 業 比 率

A: 5%以 上　 B: 3%～5%　 C: 1%～3%

Fig. 4 Employment shares for branches of 

enterprises based in Aichi metropl

itan area 

A: above 5% B: 3%-5% C: 1%-3%

全 国 的事 業所網 を独 占 して い る とい って も過 言 で は

な い.こ れ に対 し,大 阪企 業比率 が高 い地域 は,名

古 屋以 西 の西 日本 の都市 に偏 って いる.し か も,中

国 ・四 国地 方 の11都 市 の 平均 値 を み る と,東 京 企

業 比 率10.9%,大 阪企 業 比 率5.2%と,大 阪 企 業

比 率 が高 い もの の,東 京 企 業の優 位性 は揺 るが な い.

ま た愛 知 企 業 の 比 率 の 高 い都 市 をみ る と(第4

図), 1%以 上 の比 率 を示 す都 市 は,中 部圏 を主 とす

る8都 市 にす ぎない.愛 知 企業 の事業 所網 に は,全

国的展 開 もみ られ る ものの,主 た る展 開 は地方 ブ ロ

ック内 に限 られ,名 古 屋 は広域 中心都 市 の レベ ル に

近 い といえ よ う.

3大 都 市 間相互 の事 業所網 の展 開 をみ る と,東 京

企 業比 率 で は大 阪14.4%,名 古 屋15.2%,大 阪企

業比 率 で は東 京3.7%,名 古 屋5.0%,愛 知 企業 比

率 で は東京0.7%,大 阪0.8%と な り,各 都 市 雇用

量 に対す る ウエ イ トとい う観点 か らす ると,東 京企

業 ・大 阪企業 ・愛 知企 業 とい う階層 的順序 で重 要性

が低 下 して い る. 3大 都 市 間で もChristaller型 結

合 が 卓 越 し,東 京 の み が真 の国 家 的 中心 都 市10)と

いえ よ う.し か し, 3大 都市 間相 互 の結 合11)の うち,

非 階層 的結 合 も量 的 に はか な り大 き く, pred型 結

合 関係 も確 か に存 在 して い るといえ よ う.

2)広 域 中心都 市企 業 の事 業所 網 の展 開

3大 都 市 を除 く地域 の企 業の展 開 につ いて検 討 し

た(第5図).こ れ に よ る と,宮 城 県 ・石 川 県 ・広

島県 ・香川 県 ・福 岡県 に本 所 を置 く企 業 が各地 方 ブ

ロ ック内の都 市 に事業 所網 を展 開 して いる こ とが わ

か る.宮 城 企業 で は東 北地 方 の県庁所 在地5都 市 で,

広 島企 業で は中 国地方 の県庁 所在 地3都 市 で,福 岡

企 業12)で は九 州地 方 の県 庁 所 在地6都 市 で,従 業

者 全体 に対 す る比 率 が3%を 超 えて い る.

ただ し,札 幌 に関 して,1%水 準 で み て も北 海道

企 業 の事業所 網 の展 開 は他 県 に及 ん で いな い.北 海

道 とい う道域 が地 方 ブ ロ ックと して の性格 を も もっ

て いるため,県 内企業 比率 を検討 した.そ れ に よる

と,函 館9.1%・ 旭 川12.0%は,地 方 圏 の 県 庁所

在 地都 市平 均 値3.1%や,そ の他 の いわ き4.1%・

倉 敷7.3%と 比較 して高 く,こ こに札 幌 の もつ広域

中心的 な事 業所網 の展 開が 現 われて い る と思 われ る.

一方 ,石 川企 業で は北 陸地方 の2都 市 で,香 川企

業 で は四国 地方 の3都 市 で9従 業者 全体 に対 す る比

率 が1%を 超え,金 沢 ・高松 の広域 中心 的 な性格 が

読 み取 れ る.し か し,こ の比率 は全 体 に低 く,比 率

3%以 上の 都市 は ほ とん どみ られ ない.こ の ことか

ら,広 域中 心都市 と金 沢 ・高松 との間 には, 3大 都

市 企業 の支 所 の集 積量 の みな らず,地 元 企業 の事 業

所 網 の展 開に おいて もか な りの格差 が存 在 して い る

と理解 で き る.し た が って,金 沢 ・高松 は準 広域 中

心 都市 に位 置づ け られ よ う.

広域 中心 都市 以外 で は,神 奈 川 ・京都 ・兵 庫企 業

に おいて,地 方 ブロ ックの範 囲を超 え,さ らに遠 距

離 の都 市 と結 びつ く事業 所網 の展 開が認 め られ る.

横 浜 ・京都 ・神 戸の3都 市 は広 域 中心都 市 とは明 ら

か に異 な った, Pred型 の非 階 層的 な 都市 間結 合 の

形態 を有 して い る.

広 域中心 都市 ・準 広域 中心 都市 間相 互の結 合 関係

を検 討す る ため,各 都市 にお け る他 の(準)広 域 中
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第5図　 3大 都 市 を 除 く地 域 の企 業 比 率

A: 5%以 上　 B: 3%～5%　 C: 1%～3%　 D: 1%以 上の県がない都市

3大 都市 圏を除 く47都 市 にっいて,東 京 ・大阪 ・愛知 を除 く44道 府県の企業比率 の うち,そ の値が1%以

以 上で,か つ最 も大 きい ものを図示 した.

Fig. 5 Employment shares for branches of enterprises based elsewhere than in three 

metropolitan areas 

A: above 5% B: 3%-5% C: 1 %-3% D: cities for which no prefecture scores above 1%

This figure shows employment shares for the 47 cities, located beyond the metropolitan zone , held by 
the 44 prefectures other than Tokyo, Osaka and Aichi, but only where a share exceeds 1%, and only for 
the prefecture which has the largest single share.

心5都 市全 体の 企業 比率 を求 め た.そ の比率 は,札

幌0.3%,仙 台0.6%,金 沢0.2%,広 島0.7%,高

松0.6%,福 岡0.7%と 非 常 に小 さい13).し たが っ

て,(準)広 域 中 心都 市 企 業 の事 業所 網 の展 開 に も,

 Christaller型 結合 が卓 越 して い る といえよ う.

3)域 外 企 業の支 所 進 出

次 は,支 所 進 出 の 県数14)に よ って,域 外 企 業 の

支所 進 出 に つ いて検 討 した(第6図).こ の 指標 は,

同一 サ ブ システ ム内 の少 数 の上位 階層 都市 か らの支

所進 出が 反映 され る ので はな く,さ ま ざまな地 域か

らの支所進 出が行 なわ れて い るほ ど,そ の 値が 大 き

くな るた め,結 合 先地 域 の多 様性 を 示 し, Pred型
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第6図　 支 所 進 出 の 県 数

A:46 B:41～45 C:36～40 D:31～35 E:26～30 F:21～25 G:20以 下

Fig. 6 Number of prefectures from which branches have been established 

(except own prefecture)

A: 46 B: 41•`45 C: 36•`40 D: 31•`35 E: 26•`30 F: 21•`25 G: below 20

The total number of prefectures in Japan (except own prefecure) is 46.

結 合 関係 を 反映 す る指標 といえ よ う. 74都 市 の平

均値 は30.9県 で あ り,他 の6指 標 と違 って 地帯 間

に は大 きな違 い はみ られ ない.

この指 標で は, 3大 都 市 が最 も大 き い値 を示 し,

名古 屋 で も東 京 ・大 阪 と同 様 に46県 の すべ て か ら

企業 の支 所進 出が み られ る.そ れ に次 いで,広 域 中

心 の札 幌44,仙 台45,広 島43,福 岡44と な り,

さ らに,横 浜40,岡 山40,吹 田39,北 九 州39,熊

本39,新 潟38,京 都38,千 葉37,東 大 阪37の 順

とな って い る.と くに, 3大 都 市 と広域 中心 都市 は,

進 出 した域 外企 業 によ って多様 な地 域 と結 びつ いて

お り, Pred型 の 事業 所 網 の拠点 と して も機能 して

い る.ま た,さ ま ざま な地 域企 業 の事業 所網 の展 開

は,規 模 の大 きい都 市 に特 徴 的な現 象 であ る と思 わ

れ る.

次 に観 点 を か えて,各 県 の 企業 が 研究 対 象74都

市 の うち,い くつの 都市 に支所 を配 置 して い るかを

検 討 した.支 所 進 出都 市数 につ いて の47都 道 府 県
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の 平 均値 は50.2都 市 で あ るの に対 し, 6大 都 市 の

都 府 県 で は,京 都府(72都 市)を 除 く他 の5都 府

県 は74都 市 とな って い る.6大 都 市企 業 は全 国 的

な事 業所 網 の展 開 に寄与 して い る ことが 読 み取れ る.

広 域 中心都 市 が属 す る北 海道 ・宮城 ・広 島 ・福 岡

企業 が支 所 を配 置 して いる都市 数 をみ る と,4道 県

の平 均 値 は61.5都 市 に と どま って い る.た だ し,

この4道 県 は,地 方圏 の他 の26県(平 均値40.9都

市)と は明確 な違 いが み られ る.

これ まで,企 業 の事業 所網 の 国家的 ・地 方的展 開

を分析 した.そ の結 果,わ が国 にお いて は, 3大 都

市 企業 の広 域 中心都 市 ・県庁 所在 地都 市へ の事業 所

網 の展 開が 著 しく,さ らに,広 域 中心都 市企 業 の地

方 ブ ロ ッ ク内県 庁 所 在 地 都 市 へ の展 開 も盛 ん で あ

る ことが 判 明 した.わ が 国 の都 市群 シス テ ムに は,

 Christaller型 結合 が卓 越 して い るといえ よ う.

ただ し, 3大 都市 企業 の事業 所網 の全 国的展 開 は,

東 京企 業 によ って推進 され て いる とい って も過 言で

はな い.す なわ ち,わ が国 の都市 群 システ ムは,東

京 が頂点 を な し,そ の企 業組 織が 全国 に展 開 されて

い る.そ して,大 阪 ・名 古屋 も全 国的 事業 所網 を も

つ もの の,主 た る勢 力 圏 は西 日本 と中 部圏 に形成 さ

れて い る.

3.企 業 の事 業所 網の拠 点性 と都 市規模

次 に,企 業 の事業所 網 の拠点 性が そ れぞ れの都市

に と って もつ意 味 を,都 市 規模 と関連 させ て検討 す

る,拠 点性 を示 す指 標 と して, Christaller型 を示

す 「3大 都 市企 業比率 」 とPred型 を反映 す る 「支

所 進 出 の県 数」 を 取 り上 げ,都 市 の従 業 者規 模15)

との間 の相 関関係 を検 討 した(第1表).

分 析 の対象 に した都 市 は, 3大 都市 圏で は6大 都

第1表　 都市 の従業者規模 と企業の事業所網におけ る拠点性 との間の相 関分析

Table 1 Correlations between city size (measured by employment) and nodality

 within intra-corporate branch networks

*: significant at the 5.0% level
***: significant at the 0.1% level
City size is transformed by natural logarithm function.
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市 お よび東 京 都 ・大 阪 府 に属 す る都市 を除 く14都

市,周 辺 圏で は県 庁所 在地 の8都 市,地 方 圏 で は広

域 中心 ・県庁 所在 地 の30都 市 であ る.

従 業者 規模 と3大 都 市企 業比 率 との問 の相 関係数

は, 3大 都 市圏 で は0.156,周 辺 圏で は-0.652と

な り,有 意 な水準 の相 関 関係 はみ られ ない.す なわ

ち, 3大 都市 圏で は,こ の規模 の都市 も3大 都 市企

業 の強 い影響 下 にあ る.周 辺 圏で は,統 計的 に は有

意 な結果 で はな いが,大 規 模 な県庁所 在地 都市 ほど

地元 企業 の勢 力が 強 く, 3大 都 市か らの支 所進 出 が

少 な い傾 向 が読 み取 れ る.一 方,地 方 圏 の相 関係数

は0.665で,有 意 な正 の相 関 を示す 。地方 圏 の都市

で は, 3大 都 市 とのChristaller型 結 合 の強 さが都

市 の規模 を規 定す る重 要 な要因 で あ り,従 来 か ら指

摘 されて い る 「支店 経済 」の 重要 性を 裏づ けて い る.

前 節 にお いて, 3大 都 市企 業の 事業 所網 の展 開 に

は,地 帯 ごとに 日常 生活 圏的 結合 ・地 方的結 合 ・全

国的結 合 の3段 階 があ る ことを指 摘 した.結 局, 3

大都市 企 業比率 と都 市規 模 との相 関関 係が,地 帯 ご

とに異 な って い る ことは,こ れ を皮映 して い る と推

察で きる.

次 に,圏従 業者 規模 と支 所進 出の 県数 との間の相 関

係 数 を み た. 3大 都 市 圏 で は0.648,周 辺 圏 で は

0.620,地 方 圏 で は0.892と な り,い ず れ も3大 都

市 企 業比率 よ りも強 い正 の相 関 を示 して い る.こ の

結果,い ずれ の地帯 において も,規 模 の大 きい都 市

ほ ど,域 外 企業 の支 所 が盛 ん に進 出 し,Pred型 の

事業所 網 に よ って多 くの都市 ・地 域 と結 びつ いて い

第2表　 6指 標 による74都 市 のクラスター分析結果

Table 2 Cluster analysis of 74 cities on six variables
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第3表　 クラスター ごとの6指 標 の平均値

Table 3 Mean values for the six variables within each of 14 clusters

Unit: a) -e), %
a) Employment share for headquarters establishments
b) Employment share for branches of enterprises based in the same city
c) Employment share for branches of enterprises based in the same prefecture
d) Employment share for branches of enterprises based in the same province
e) Employment share for branches of enterprises based in the three metropolitan areas
f) Number of prefectures from which branches have been established

る ことが判 明 した.こ の点 が大 都市 で の企業 活動 ・

情報 収集 を容 易 に し,大 都 市 に機能 の多様 性 ・経 済

的基 盤 の強 さを もた ら して いる理 由の1つ と考 え ら

れ る.

4.企 業 の事 業 所網 の特 性 に基 づ く都市 分類

1)ク ラ スタ ー分析 の方 法

これ まで企 業 の事業 所網 の特 性 か らみた都市 間 の

差異 を指 標 ご とに個別 に述 べて きた.本 節 で は,企

業 の事業 所網 か らみ た都市 の特徴 を総 合 的 に把 握す

るため に,ク ラスタ ー分析(Ward法)を 行 な った.

た だ し用 い た指 標 は,「 単 独事 業 所比 率 」 を除 い た

6指 標16)を 標 準 化 した もので あ る.そ の 結 果,わ

が国 の都 市群 システ ムにつ いて の研究 によ って,従

来 か ら指 摘 されて い た都市 が位 置す る地帯 と都 市 の

階層 性 が反 映 され た14の 都市 グル ー プが摘 出 され

た(第2表,第3表).

2) 3大 都市 圏 クラスタ ーの特 徴

3大 都 市圏 の都 市 か らなる クラ スタ ー も,さ らに

国 家 的 中心 を なす3大 都 市(B)と 衛 星都 市(J・K・

L・M・N)に 分 け られ る.た だ し,京 都 ・神戸 は ま

った く別 個 の クラス ター(C)を 形 成 して い る.

国 家 的中 心都 市(B)に は,東 京 ・大阪 ・名 古屋 が

属 し,本 所 企 業比 率 が35.5%で 最 も高 く,支 所 進

出 の県数 は46.0を 示 して いる。す な わ ち, 3大 都 市

は,企 業組 織 の頂点 部門 の集 積が 著 し ぐ,さ らに域

外企 業 の支 所進 出 の拠点 で もあ り,全 国的 事業所 網

の核 心 を形 成 して い る.

3大 都市 圏 内 にあ る衛 星都 市 の うち,横 須 賀 ・尼

崎 ・奈 良 を除 く都 市 は, J～Nク ラス タ ーに 含 まれ

て いる.こ れ らの クラ スタ ーで は, 3大 都市 企業 比

率 が30%を 超 え る とい う,衛 星 都 市 と して の共 通

した特 性 を もつ.す なわ ち,衛 星 都市 は住民 の 日常

生 活行 動 の上 で大都 市 と密 接 に結 びつ いて い るだけ

でな く,企 業組 織 の面で も緊密 に結 びつ いてい る.

また,衛 星都 市 の多 くは東 京 大 都市 圏(M・N)

と大 阪 大都 市 圏(K・L)か らな る別 々の クラ スタ

ー にま とめ られた.東 京大 都市 圏 で は3大 都 市 の う
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ち東 京 のみ と強 い関 係 を もって いるた め, 3大 都市

企 業 比率(M: 31.4%, N: 37.4%)と 東 京 企 業 比

率 を反 映す る地 方 ブ ロ ック企業 比率(M: 29.6%,

 N: 35.4%)と が ほ ぼ同 じ値 とな って い る.そ れ に

対 し,大 阪 大都 市圏 で は大阪 だ けで はな く東 京 と も

強 い関 係 を も って い るため, 3大 都市 企業 比 率(K: 

33.9%, L: 30.3%)と 大 阪企 業 比率 を反 映す る県

内 企 業 比 率(K: 23.9%)・ 地方 ブ ロ ック比率(L:

 10.9%17))と が大 き く異 な った 値 とな って い る.

そ して,大 阪大 都市 圏 の都市 群が 東京企 業 の傘下 に

あ るこ とは,都 市群 システ ムに おいて 大阪 は東京 よ

りも一 段低 い位 置 にあ る ことを物 語 って いる.

3)周 辺 圏 クラ スタ ーの特 徴

周辺 圏 の都市 か らなる クラ スタ ーには2つ あ り,

 Hク ラ スタ ー は県 庁 所在 地都 市 に よ つて, Iク ラ ス

タ ーは非県 庁所 在地 都市 と,小 規 模 な県庁 所在地 都

市 によ って構成 されて い る.こ れ らの クラス ター は,

 3大 都 市 との密 接 な関係 が地 方 ブ ロ ック レベ ルで現

われ る,と い う共 通的特 性 を もって い る.

4)地 方 圏 ク ラス ターの特 徴

地方 圏 の都市 か らな るクラ スタ ーは,広 域 中心都

市(A),県 庁 所在 地 都 市(D・E),非 県 庁 所 在地 都

市(F・G),お よ びCク ラスタ ーの6つ に分 け られ る.

広域 中心 都 市 ク ラ ス ター に は,札 幌 ・仙 台 ・広

島 ・福 岡の ほか に北九 州 が含 まれ, 3大 都 市企 業比

率 が地 方 圏 クラ スタ ーの うちで は24.7%と 最 も高

く,支 所 進 出の 県数 も43.0に 達 して い る.広 域 中

心 都市 の特徴 は, Christaller型 全 国的 事 業所 網 の

地 方 ブ ロ ッ ク拠 点 と と もに,域 外 企 業 の 事 業 所 網

(Pred型)の 集 積 拠 点 に あ る.ま た,本 所 比 率 は

地方 圏 県庁 所在 地都 市 と比較 して も, 25.8%と 低 く,

いわ ゆ る支 店経 済都 市 と して の性 格 を物 語 って い る.

ただ し,北 九州 につ いて3大 都市 企業 の産業 別 構成

を み る と,製 造 業 が53.7%(生 産 資 材 製造 業 は全

体 の40.2%)に 及ん で い る.こ の点 は,卸 売 業 な ど

の第3次 産 業 に よ って3大 都 市企 業支 所が構成 され

て い る他 の4都 市 と大 き く異 な って い る.

県 庁所 在地 都市 は, 3大 都 市企 業比 率 と支所 進 出

の県 数が 比較 的大 きいDク ラ スター と,両 指標 が比

較 的小 さいEク ラス ターか らな る.と くに, Dク ラ

スター に は,金 沢 ・高松 とい ういわ ゆ る準 広域 中心

都市 が含 まれ,地 方 圏 で は広 域 中心都 市 に次 いで3

大都 市 との強 い結 合 関係 を有 す る. Eク ラ スター は,

本所 比率 が高 い(32.4%)こ とが特徴 で,地 場 産業

の発 達 した都 市 や国土 の縁辺 部 の都市 によ って構成

され て い る.ま た, D・Eク ラ スタ ー と も,地 方 ブ

ロ ッ ク企 業比 率 が それ ぞ れ5.1%, 4.9%を 占め て

お り,広 域 中心都 市企 業 の進 出が著 しい点 も県 庁所

在 地都市 の 特色 で ある.

非 県庁 所 在地 都市 か らな る ク ラス ター(F18)・G)

にお いて は,県 内企業 比率 が地方 圏 の都 市 と して は

最 も高 く(Fク ラ スタ ー14.0%, Gク ラ スター6.3

%),県 庁 所 在地 都市 企 業 の強 い影響 下 にあ る こ と

が 特色 で あ る.た だ し, Fク ラ スター には,山 口の

よ うに実 際に は県庁 所在地 で あ るが,小 規模 な都 市

も含 まれ て いる.

Cク ラスタ ーは,こ れ まで の クラ スター と は異 な

って, 2つ の地 帯 の都市 に よ って構 成 され,京 都 ・

神 戸 な ど規 模 の大 き い都 市 を含ん で い る.こ の クラ

ス ターの都 市 は,支 所進 出の 県数 が37.5と 大 き く,

Pred型 事 業所 網 の拠点 と しての特 徴 を もつ.

5)ク ラ スタ ー分 析結 果 と都市 階層

クラ スタ ー分析 の結果 か ら,わ が国 の都 市群 シス

テ ムは,企 業 の事 業所網 によ る空 間的 結合 関係 が強

く関連 し, 3地 帯 構造 と都市 の 階層構 造 に よって捉

え る ことが で きる.す なわ ち, 3大 都 市企 業比 率 の

変動 は, 3大 都市 圏 と地方 圏 との対 比や地 方 圏 にお

ける都市 の 階層性 を,ま た支所進 出の県数 の変 動 は,

都市 の 階層 ・規模 の違 い を反映 して い る.ま た,周

辺 圏の都 市 は3大 都市 圏 と地方 圏 の中 間的性 格 を も

った都 市 と して捉 え る こ とが で きよ う.

地方 圏 の県庁所 在地 都市 は, 2つ の クラ スタ ーに
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集約 され,非 常 に類似 した性格 を有 して い る。 この

点 につ いて, Watanabe (1968)は,地 方 圏の 県庁

所 在地 都市 は,他 の都 市群 に比べ て機 能 と規模 の面

で類似 した都市 集 団 と して の性格 が強 く、な りつ つ あ

る,と 指摘 した.さ らに,日 野(1983a)も,複 写

機 メーカ ーを事 例 と した企業 の全 国的販 売網 は,県

庁 所在 地都 市 に営業 拠点 が置 かれ る こ とが非 常 に多

い と述 べて い る.

また,山 口 ・津 ・大津 ・奈良 は県 庁所 在地 都市 で

あ りな が ら非 県庁 所在 地都 市 クラ スタ ーに含 まれ て

い る.こ れ らの都市 は,大 企 業支所 の 集積状 況 を分

析 したAbe (1984)や 日野(1983a)で も明 らか

なよ うに,他 の 県庁所 在地 都市 に比 較 して経 済的機

能 の面 で は低水準 にあ る.

IV都 市間結 合 関係 を支 え る産 業

1.産 業別 の企業 の事 業所 網 の特色

企 業 の事業所 網 の空 間的展 開 に は,産 業 や業種 に

よ って 違 いが あ る.こ こで は産 業 中分 類79業 種 を

10産 業 ・28業 種 に再 構 成(第4表)し た うえ で,

第4表　 10産 業 と28業 種の分類

Table 4 10 Major industries and 28 economic categories

The major industries are identical to the Official Standard Major Industry Groups , with the excep 
tion of wholesale and retail trade.
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第5表　 28業 種 における7指 標の平均値

Table 5 Mean values for the seven variables within each of 28 economic categories

MN1•`SV4, see Table 4. Unit: a)-e), and g), %

a)•`f), see Table 3, g) Employment share for independent enterprises.

産業別に事業所網の特徴を論ずる.ま ず,業 種別に

7指 標について74都 市の平均値(第5表)を 示す.

この表より把握された事業所網の特徴によって,

 28業 種は次のように大別できよう.す なわち, ①単

独事業所が卓越するもの(単 独型), ②単独事業所

のほか,本 所 ・市内企業比率も高く,事 業所網が都

市内に限られているもの(地元型), ③都道府県域に

広がった事業所網に特色があるもの(都道府県型),

 ④地方ブロック域に広がった事業所網に特色がある

もの(地 方型), ⑤事業所網の全国的展開が顕著で

あるもの(全 国型)と,こ れらの複合型である.

単 独 型 の典 型 的 業種 に は,「 職 別工 事 業,不 動 産

業 」が あ り,い ず れ も単 独 事業 所 比率 が60%以 上

と高 い.地 元 型 の代 表 的業 種 に は,「 家 具小 売 業,

対個 人 サー ビス業,ホ テル ・娯楽 業 」 と 「飲食 料品

小売 業,飲 食 店,そ の他 の小 売業,旅 客運 送業 」が

あ る.前 者 で は,単 独事 業所 比 率 が40%を 超 え,

市 内企 業比 率 も10%～15%で か な り高 い.後 者 で

は,市 内企 業 比率 が20%程 度 を 占 め,他 の 業種 に

比べ て最 も高 い.地 元型 は住 民 の 日常 生活 と密 接 に

関連 して い る業種 か らな り,事 業 所網 の広 が りと日

常生活 圏 が ほぼ一致 してい る といえ よ う.
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都 道府 県 型 の 典型 的 業種 に は,「 自動車 小 売 業」

が あ り,県 内 企業 比率 が22.1%と 他 の業 種 に比 較

して高 い19).こ れ は,自 動 車 メ ー カ ーが 都 道 府 県

も しくは陸運事 務所 の管 轄地 域単 位 に地 区販 売 会社

を設立 し,販 売 店網 を形 成 して いるた めで あ る(日

野, 1983b).地 方 型 には 「電気 ・ガ ス ・水 道 業 」

の 業種 が含 まれ る.こ れ は周知 の とお り,電 気 業 が

地方 ブ ロッ ク単位 の 営業 区域 を もつ 企業 に よ って運

営 され て いる こ とを反 映 して い る.

全国 型 の典 型 的 業種 と して,「 証券 業,保 険業 」

が あ り, 3大 都市 企 業比 率 が それ ぞれ85.2%・93.1

%に も及 び, Christaller型 の事 業所 網 を なす典 型

的業 種で あ る.

他 の業種 は5タ イ プの うちの複 合型 と捉 え る こと

がで き る.第2次 産 業 の うち 「鉱 業,総 合工 事 業,

設 備工 事業 消 費財 製造 業,生 活 資材 製造 業」 で は,

単 独事 業所 ・本 所比 率 ・3大 都市企 業比 率 が比較 的

高 く,地 元 型 を主 とす る複合 型 といえ るが,市 内企

業 比率 は第3次 産業 の業種 と比 べ る と低 い.た だ し,

第2次 産 業 の うち で も 「生 産 資材 ・機 械 器 具 製造

業 」で は,事 業 所網 の全 国的展 開 も著 し く,広 域 的

な 型か らな る複合 型 といえよ う.

第3次 産業 の うち 「卸売 業 各種 商品小 売 業,銀

行 業,運 輸 サー ビス業 」 では,地 方 ブ ロ ック企 業 ・

3大 都市 企業 比率 と もか な り高 く,地 方 ・全国 型 を

主 とす る複合 型 とい えよ う、 と くに卸 売業 で は,支

所進 出の県 数 が最 も大 き く, Christal1er型 の全 国

的 ・地 方 的販 売 網 を もつ 企 業 と(西 原, 1987),農

畜産 物 ・水産 物 や地場 産業 品 な どを扱 うPred型 事

業所網 をなす企 業 が混在 して いる点が 特徴 で あ る.

ま た,地 元 型 が ほ とん どで あ った小売 業 ・サ ー ビス

業 の分野 で も,「 衣 服 ・身 の廻 り品 小 売業,貨 物 運

送 業,対 企 業 サ ー ビス業,教 育関 連サ ー ビス業 」で

は,地 方 ブ ロ ック企 業 ・3大 都市企 業 比率 も比較 的

高 く,広 域 的 な型 か らな る複 合型 といえ よ う.

以上, 74都 市 か らみ た業種 の特徴 を述 べ た.次 に,

主 要 都市 を 除 いた47都 道 府 県 の3大 都 市 企業 比率

につ いて も検 討 した。 大半 の業 種 にお いて,主 要都

市 を除 く47都 道府 県 の平均 値 が74都 市平 均値 に比

較 して低 い。 こめ点 か ら も,主 要都 市 か らなる上位

階層 地域 ほど, 3大 都市 と密 接 に結 びつ いて い るこ

とが理 解 で き る.し か し,消 費 財製 造 業(17.5%),

生産 資材 製造 業(47.1%),機 械器 具製 造業(26.3%)

な どで は,主 要 都 市 を除 く47都 道 府 県 の平均 値 の

方が 高 い.こ れ は, 3大 都市 企業 の生 産部 門で は,

農 村 や小都 市 な どの下位 階層 を なす地域 へ の進 出が

盛 ん で ある ことを示 唆 して い る.ま た保険 業に おい

て は,こ の 平均 値 が93.7%に も達 し, 3大 都 市 企

業 組織 が全 国の 末端地 域 にま で浸透 して い る.

2.ロ ー カル な結 合 関係 を支 え る産 業

企業 の事務 所網 の空 間的 展 開に は,ロ ー カルな結

合(と くに,日 常 生 活圏 的 結合)・ 地 方 的結 合 ・全

国 的結合 の3レ ベルが み られ た.こ こで は,こ れ ら

の結 合 を支 え る産 業 につ いて,都 市 の雇用 量 に対す

るウエ イ トの観 点 か ら分 析す る。

1)都 市 内 にお け る結 合

74都 市 の 全従 業 者 に 占 め る市 内企 業 の 支所 従 業

者 は, 13.2%に 達 し,各 都市 の雇 用量 にか な りの重

要 性 を もって い る.そ の 産業 別構 成 をみ る と,小 売

業33.0%,製 造 業18.9%,サ ー ビス業12.1%,運

輸 通 信 業11.5%と な り,そ の な かで も,地 元 型 業

種 の 「飲食 店,飲 食料 品小 売業,そ の他 の小 売業,

旅 客運 送業 」が 大 きな比率 を 占め て いる.す な わち,

都 市 内の事 業所網 の大 部分 を住 民 の生活 に密 着 した

産 業が 支 えて い るといえ よ う.

2)都 道府 県 内に おけ る結 合

74都 市 の全 従 業者 の う ち,県 内 企 業 の支 所 従 業

者 はわ ずか に4.2%で,そ の産 業別 構成 を市 内企 業

と比較 して み る と,小 売業(28.4%)・ 運 輸 通 信 業

(9.9%)・ サー ビス業(9.6%)の 比 率が 減少 し,製

造 業(23.0%)・ 卸売 業(13.9%)の 比率 が 増 加 し
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て い る.し か し,事 業所 網の 都道府 県 内で の結合 も

依然 と して,住 民 の生 活 に密着 した産業 が かな り大

きな ウエイ トを 占め て いる.

3.全 国的 ・地方 的結 合 を支 え る産 業

1) 3大 都市 と周 辺 圏 との結合

前述 の よ うに,周 辺 圏 にお いて は3大 都 市企 業支

所 の 占 める割合 は大 きい.周 辺 圏 に属 す る8県 庁所

在 地都 市 の従業 者全 体 に対 して, 3大 都市 企業 の支

所 従 業者 は24.5%を 占め て い る.そ の産 業別 構 成

をみ る と,製 造 業32.5%,金 融 保 険 業18.2%,卸

売 業14.5%,小 売 業11.0%,建 設 業8.1%と な り,

ロー カル な結合 を支 え る産業 と大 き く異 な って い る.

周辺 圏 に属す る8県 の うちか ら主 要都 市 を除 いた

地 域で も, 3大 都 市 企業 の 占め る比 率 は, 26.6%に

も達 し,県 庁 所在 地都 市 での比 率 よ り も大 きい.そ

の産 業 別構成 で は,製 造 業が全 体 の68.9%(機 械 器

具 製造 業 は全 体 の33.8%)に 達 す る.周 辺 圏 の下

位 階層 をなす 地域 へ の3大 都市 企業 の展 開 は,主 と

して生産 部 門の進 出 であ る ことを示 して い る.こ れ

は,製 造 業 の大都 市 か ら農 村へ の浸透 や,と くに機

械器 具製 造業 を 中心 とす る京浜工 業地 帯 の北 関東へ

の拡 大 につ いて の報 告(井 内, 1982; Itakura, 1985)

と一 致す る.

2) 3大 都市 と地 方圏 との結合

広域 中心 都市 にお いて は, 3大 都市 企業 の支所 従

業 者 は全体 の24.5%を 占め, 1都 市 当 た りに換 算

す る と, 87,000人 に も及 ん で い る.そ の産 業 別 構

成 をみ ると,卸 売 業37.4%,建 設 業17.4%,金 融

保 険業13.6%と 続 き,第3次 産業 が75.5%に も達

して い る.

業種 レベ ルで 検討 す る と,大 規模 な建 設会 社が 含

まれ る総 合 工事 業 が 全体 の12.4%と 大 き く,ま た,

保 険業9.2%に 対 し,銀 行業 と証 券業 の 合計 が4.4

%と な り,下 位 階層 の都 市 に比 べ て相対 的 に高 い.

さ らに,高 次 なサ ー ビスに あた る対 企業 サ ー ビス業

第7図　 東京企業 の支所従業者 の産業別構成
-広 域 中心4都 市 の合計-

CN～SVは,第4表 を参照のこと.

Fig. 7 Composition of employment by indus

try in branches of enterprises based in 

Tokyo metropolitan area: total for the 

four core provincial cities

CN-SV, see Table 4.

の比率 も5.9%と 高 い.こ のよ うに,広 域 中心 都市

に位 置す る3大 都市 企業 支所 は,全 国 的事 業所網 を

もつ業 種 に属 し,と くに広域 的地 方 を活動対 象 とす

る機能(総 合工 事業 ・卸 売業 な ど)や その活 動 を補

助 す るサ ー ビス活動(銀 行業 ・対企 業 サ ー ビス業 な

ど)に よ って構 成 されて い る。

広域 中心 都市 に位 置す る支所 に お いて は,東 京企

業 と大 阪 ・愛知 企業 で は産 業別 構成 に大 きな違 いが

み られ る.東 京 企 業 の産 業別 構 成 は(第7図),卸

売 業33.4%,建 設 業18.6%,金 融保 険業13.3%,

小 売業9.6%,サ ー ビス業9.1%と 多 種多 様 であ る.

業種 レベル で も3%以 上 を占 ある もの は,卸 売 業 ・

総合 工 事業 ・保 険業 ・対企 業 サー ビス ・機 械器 具製

造業 ・設 備工 事業 ・貨 物運送 業 ・生活 資材 製造 業 ・

銀行 業 の9つ か らな って いる.

一 方 ,大 阪 企 業 の場 合 に は(第8図),卸 売 業が

50.6%を 占め て い る。業 種 レベ ル で も3%以 上 を

占め る もの は,卸 売業 ・保 険業 ・総合 工事 業 ・対企

業 サー ビス業 ・銀 行業 の5つ にす ぎな い.愛 知 企業

の場 合 で も,卸 売 業 が60.6%と 非 常 に高 い.こ の
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第8図　 大阪企業の支所従業者の産業別構成
-広 域中心4都 市の合計-

CN～SVは,第4表 を参照のこと.

Fig. 8 Composition of employment by in

dustry in branches of enterprises 

based in Osaka metropolitan area: 

total for the four core provincial cities

CN-SV, see Table 4.

点 か ら,東 京 は大阪 ・名古 屋 に比較 して,都 市 機能

の多 様性 を もってお り,そ こに東京 の企業 組織 の全

国 的な展 開力 が あ ると推察 され る.

地 方 圏 に位 置す る県庁 所 在地26都 市 につ いてみ

る と, 3大 都 市 企 業 の支 所 従 業者 は全 体 の15.2%

を 占 め, 1都 市 当 た り13,700人 と な って い る.大

きな比 率 を 占め る産 業(第9図)は2つ に大 別 で き

る. 1つ は,製 造業(21.4%)と 金 融 保険 業(24.7

%)で あ り,と くに,保 険業 は全体 の19,1%に 達

して い る.こ れ らの産業 は後 述す るよ うに,3大 都

市 か ら地方 圏下 位階 層地 域へ の進 出の著 しい典型 的

産 業 で,企 業 の 生 産 ・現 業部 門20)の 進 出 と捉 え る

こ とが で きる.

他の1つ は,卸 売 業(18.5%)と 建設 業(11.2%)

で,広 域 中心 都市 に位 置 す る支所 と同種 の産業 で あ

り,中 枢 管理 機能 の下 部部 門 を構 成 して い る といえ

よ う.し か し,広 域 中心都 市 と比 較 す る と,従 業者

に 占め る この比率 は小 さ く,業 種 レベル でみて も高

次 なサ ー ビス部 門 で ある銀行 業 ・対企 業 サー ビスの

比率 は小 さい.

第9図　 3大 都市企業 の支所従業者 の産業別構成
-地 方 圏26県 庁所在地都市 の合計-

CN～SVは,第4表 を参照のこと.

Fig. 9 Composition of employment by 

industry in branches of enterprises 

based in the three metropolitan 

areas: total for the capitals of the 26 

prefectures in the provincial zone.
CN-SV, see Table 4.

なお,地 方 圏の非 県庁 所在 地で あ る6都 市 に おい

て は,　3大 都市 企業 の支所 従業 者 の比率 は20.4%で,

　1都 市 当 た り27,900人 を数 え る.　 3大 都市 との 結

合 は,県 庁 所在 地都市 の場 合 よ り も強 い といえ るが,

製 造業 が54.7%に も達 して い る21).

次 に,主 要 都 市 を除 く地 方 圏30道 県 につ いて,

 3大 都 市企 業の支 所従 業者 の産 業別 構成 をみ る と,

製 造業 が全 体 の60.3%を 占 め,金 融保 険 業が12.3

%で これ に次 ぐ.製 造 業 の業種 レベ ルで は,機 械 器

具(全 体 の24.2%)・ 生 産 資 材(18.9%)・ 消 費 財

製造 業(9.5%),金 融保 険業 で は保 険業(11.6%)

が大 きな比率 を 占めて い る.

こ の よ うに, 3大 都市 と地 方圏 との結合 は,全 国

的事 業所 網 を形 成 して い る産 業 によ って構成 されて

い る.し か し, Westaway (1974)も 指 摘 したよ う

に, 3大 都 市企 業 の地方 圏末 端地 域へ の事 業所展 開

は,製 造 業の生 産部 門 およ び,保 険業組 織 の末端 で

利 用者 と直接 に結 びつ いて い る現 業部 門の展 開 を特

徴 と して い る.
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第10図　 広域 中心 ・準広 域中心都 市企業 の支所

従業者 の産業別 構成-広 域中心 ・準 広

域 中心都 市企 業の事業所網 の勢力下 に

あ る地方圏21県 庁所在地都市の合計-

CN～SVは,第4表 を参照のこと.

Fig. 10 Composition of employment by in

dustry in branches of enterprises 

based in the core and quasi core 

provincial cities: total for the capi
tals of the 21 prefectures under the 

influence of the intra-corporation 

networks based in the core and 

quasi core provincial cities
CN-SV, see Table 4.

3)広 域 中心 都市 と地 方圏 都市 との結 合

地方 圏 にお け る企 業 の事業 所網 の地方 的 な展 開で

は,広 域 中心4都 市 ・準 広域 中心2都 市 が地 方 ブ ロ

ックの中心 を な して いた。 これ ら6都 市 企 業が それ

ぞれ の地方 ブ ロ ック域へ どの よ うな産業 に属 す る事

業 所 を展 開 させ て い るか を検討 す る.地 方圏 の うち

か ら,上 記 の6都 市 が存在 す る道県 お よび東京 を中

心 とす る地方 ブロ ッ クに属 す る新潟県 ・山梨県 ・長

野県(第1図)を 除 く21県 の県庁 所在 地都 市 につ い

て み ると,広 域 中心6道 県 企業 の支所 従業 者 は,全

体 の4.0%を 占 めて い る.そ の産 業 別構 成 を第10

図 に示 した.

それ によ ると,電 気 ガ ス水 道業(14.6%)の ほか

に, 3大 都 市 と広域 中心 都市 との結 合 にお いて も主

要 な産 業で あ った卸 売業(21,7%)と 建 設 業(18.1

%)が 大 きい割 合 を 占め る.こ れ は,広 域 中心都 市

が3大 都市 と県庁 所 在地 都市 間の仲 介 的役割 を もつ

こ とを示 して いる.し か し,業 種 レベ ルで は,建 設

業 の うちで設 備工 事業 が大 き な割 合 を 占め,よ り現

業部 門 に近 い業種 に よ って構 成 され て いる.

ほか に は,小 売業 ・サ ー ビス業 ・金 融保 険業 の う

ちで も,対 企業 サ ー ビス ・貨物 運 送業 ・各種 商 品小

売 業 の構成 比率 が比 較的 大 きい.す なわ ち,広 域 中

心 都市 と県 庁所 在地 都市 間の結 合 は,地 方的 結合 型

業 種 や全 国的事 業所 網 におけ る広域 中心 都市 の仲介

部 門 と,広 域的 な型 か らな る複 合型 の小売 業 ・サ ー

ビス業 部門 に よ って構 成 されて い る といえ よ う.

Vま と め

本 研究 に よ って,わ が国 の主要 都市 に おいて は,

他 の先進 資本主 義 国 と同様 に,複 数事 業所 か らな る

企業 が重要 性 を もち,当 該都 道府 県の 外 に本 所 を置

く域外 企 業の支 所 が,そ れぞ れの都 市 の雇用 量 に大

きな ウエ イ トを 占めて いる ことが 明 らか とな った.

この点で は,大 企 業本社 の集 積が 著 しい東 京 にお

いて さえ,従 業 者の7.9%を 域 外企 業 の支所 が 占め

て い る.大 阪 ・名古屋 に な ると,東 京 企 業の支 所進

出 が著 しいため に,域 外 企 業の支 所従 業者 が それ ぞ

れ19.2%・24.0%に 達 して い るので あ る.

と くに, 3大 都 市か ら遠 く離 れた地 方圏 に おいて

も,「 支 店 経済 の 都市 」 と呼 ば れて い る広 域 中心4

都市 に おいて は, 3大 都 市企 業比 率の 平均 値が24.5

%,域 外 企 業 全体 で は実 に29.8%を 占めて い る.

ま た,県 庁 所在 地都 市で も3大 都市 企業 比率 が14.7

%,域 外企 業比 率が21.9%に も達 して い る.

このよ うに,わ が 国の都 市 に と って,域 外 企業,

と くに3大 都市 企業 の支所 が都 市経 済 に非常 に重要

な地位 を 占めて い るので あ る。 結局,わ が国 の企 業

の事業 所網 の展 開か らみ た都市群 シス テムの特 徴 は

次 の3点 にま とめ られよ う.

(1) 3大 都市 企 業 の全 国 的 な事業 所 網 の展 開 に よ

って,わ が 国の 国家的都 市群 システ ムが形 成 されて

いる.ま た,こ の都 市群 システ ムの空 間的 形態 に は,
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3大 都市圏 ・周辺圏 ・地方圏という3地 帯構造と,

 3大 都市 ・広域中心都市 ・県庁所在地都市という都

市の階層構造が明瞭に現われている.し かし,事 業

所網の全国的展開においては,東 京企業によって大

部分が形成され,東 京が国家的都市群システムの頂

点をなしている。一方,大 阪 ・名古屋の主たる勢力

圏は,国 土全体に及んでいない.

また,広 域中心都市企業と県庁所在地都市企業の

事業所網が,そ れぞれ地方ブロック域へ,県 域へと

階層的に展開し,地 方的レベルの都市群システムも

形成されている.す なわち,わ が国の企業の事業所

網は,主 としてChristaller型 結合を形成するかた

ちで展開されている.

なお,広 域中心都市および県庁所在地都市に本所

を置 く企業には,地 場資本企業のほかに, 3大 都市

資本系列下の企業が少なからずあると思われる.こ

の点についての検討は今後の課題としたい.

(2) 3大 都市企業の全国的な事業所網の展開を支

える産業においては, 3大 都市圏内には住民の日常

生活と密接に結びついた活動を担う地元型業種(小

売業 ・サービス業に属する業種など)か らなる事業

所が,周 辺圏には製造業と地方的業種(卸 売業 ・各

種商品小売業など)の 事業所が,地 方圏には全国的

展開業種(機 械器具製造業 ・卸売業 ・保険業など)

の事業所が主要な構成要素となり,地 帯ごとの地域

分化が明瞭である.ま た,地 方的都市群システムに

おける広域中心都市企業の展開は,電 気業のほか全

国的展開の仲介的業種(卸 売業)と 広域的展開の業

種(小 売業 ・サービス業など)か ら構成されている.

これらを企業組織における機能の面から総合的に

捉えると, 3大 都市に中枢管理機能の頂点をなす本

所が,広 域中心都市には広域的地方を管理 ・管轄し

仲介的役割を果たす組織が,県 庁所在地都市には中

枢管理機能の下部組織や現業 ・生産部門が,下 位階

層地域には現業 ・生産部門組織が進出している.す

なわち, Westaway (1974)が 指摘した企業組織の

分 化が 徹底 して お り,そ れ が都 市 ・地域 の階層 形成

の 主 た る要 因 とな ってい る.

従来 の因 子(主 成分)分 析 を用 いた研究 によ る と,

「居住 者 の社 会 階層 」 と 「都市 機 能 に お け る工 業 」

が わが 国 の都市群 システ ムの特 性 を示す 次元 と して

把 握 され て い る(山 口, 1972;日 野, 1977).こ れ

らの都 市次 元 は,本 研究 にお いて 明 らかに され た企

業 の事 業所 網の機 能 的な空 間 的分化,す な わち 「中

枢 管理 機能 におけ る頂点部 門,仲 介部 門,下 部部 門、

お よび現業 ・生 産部 門の 分化 」を 反映 した もの と理

解 で きよ う.

(3) Christaller型 結 合 関 係 が卓 越 す るわ が国 の

都 市 群 システ ム にお いて, Pred型 結 合 にあ た る事

業所 網 の非階層 的 な展 開 は,各 都 市 の雇用量 にそれ

ほ ど大 きな比率 を 占めて いな い もの の, Pred型 結

合 は独特 な位 置づ け にあ る.す なわ ち,従 来の都 市

階層 論で は明確 に位 置づ けが 行 なわ れて いなか った

6大 都市 の京 都 ・横 浜 ・神戸 は,企 業 の事 業所 網の

展 開か らみ て も,わ が 国の都 市群 システ ムに独 特の

位 置を 築 いてお り,こ れ に はPred型 都 市 間結 合が

重要 な要 素 とな って いる.

ま た3地 帯 と も,規 模 の大 きい都市 ほどPred型

結 合 によ って多 くの都 市 ・地 域 と結 びつ いて お り,

この点 が大 都市 に機能 の多 様性 と経 済的基 盤 の強 さ

を生 じさせ て い る理 由の1つ とな って い る.

以上 の よ うに,わ が国 の都市 群 シス テム に対 す る

企 業 の事業 所網 の展 開か らの アプ ロー チに よ って,

 3地 帯 構造 と都 市の 階層構 造 が明 瞭な都 市群 システ

ム と,企 業 組織 の空 間的分 化 の進行 が 明 らかに な っ

た.さ らに,企 業組 織の 空間 的分 化 を意志決 定 ・業

務 ・接 触 な ど機 能的 レベ ル か ら分 析す ると ともに,

「企業 間」相 互 作用 か らのわ が 国 の都市 群 シス テ ム

の分 析 が今後必 要 であ ろ う.

本研究を進めるうえで,多 くの方々の御援助を受けた.

とくに,総 務庁統計局経済統計課 ・情報統計課の方々の

御尽力によって貴重な資料を分析することができた.東

20



北大学名誉教授板倉勝高先生 ・三重大学長谷川典夫先

生 ・東北大学日野正輝先生 ・宮城学院女子大学阿部 隆

先生 ・ロン ドン大学R. Wiltshire先 生 には貴重な御指

導をいただいた.ま た,統 計局 に在職されていた日本女

子大学大友 篤先生 ・総理府公害等調整委員会楊井貴晴

氏には,事 業所統計を地理学研究にいかすように何度 も

励ま しを受けた。資料の処理にあたって は,長 崎大学総

合情報処理セ ンター(Facom M-760)を 利用 した.

小論を今春定年退官 された板倉勝高先生に捧げ,長 年

の学恩に少 しで も報いることができれば幸いである.な

お本研究では,昭 和61年 度 日本証券奨学財団(代 表

者:西 原 純)の 助成を受 けた.記 して感謝の意を表 し

たい.

(投稿1990年4月16日)

(受理1990年9月1日)

注

1) Pred型 都市間結合モデルにつ いては,日 野(1981),

森川(1982)に 詳 しく紹介 されている.

2) Goddard (1977)も,ア メリカ合衆国はともか くと

して,イ ギ リス ・スウ ェーデ ンの事 例 にお いて も,

 Christaller型 結合が卓越 している,と 述べている.森

川(1985)も わが国の人口移動か らみた都市群 システム

に, Christaller型 が卓越 していると述べている.

3) 民営事業所従業者のみで,官 公庁や公営事業所を除く.

本資料を用いた最初の地理学的研究 として吉田(1972)

があげられよう.吉 田は1966年 当時の47都 道府県 ご

との東京 ・大阪企業の支所構成比率を明 らかにした.

4) 本所所在地 は都道府県単位に把握されているため,厳

密には3大 都市が位置する都府県の企業比率を示 してい

る.し かし,東 京都 ・大阪府 ・愛知県 に本所を置 く企業

の うち,広 域的な事業所網をもつ企業の大部分が3大 都

市に位置してお り,ま た3大 都市の実質的な都市域 も都

府県 内に広が っているため,こ の比率を3大 都市企業比

率 と呼ぶことにする.後 述する6大 都市 ・広域中心都市

も同様である.

5) 多 くの問題 はあるが,北 海道の都市 については,道 内

企業の支所比率を県内企業比率 と地方 ブロック企業比率

の2つ に読みかえた.

6) 本研究で採用 した分類は,

3大 都市圏:首 都圏整備法 ・近畿圏整備法 ・中部圏整備

法 に基づ く既成市街地(都 市整備区域)・近郊整備地

帯の範囲で,研 究対象都市の うち埼玉県 ・千葉県 ・東

京都 ・神奈川県 ・愛知県 ・京都府 ・大阪府 ・兵庫県 ・

奈良県に位置す る都府県庁所在地9都 市およびその他

の18都 市が この圏域 に含 まれる.た だ し豊橋 ・姫路

を除 く.

周辺 圏:上 記 の3整 備法 に基 づ く都市 開発 区域 の範 囲で,

研 究 対 象都 市 の うち茨 城 県 ・栃 木 県 ・群馬 県 ・岐 阜

県 ・静 岡県 ・三重 県 ・滋賀 県 ・和歌 山県 の県庁 所在 地

8都 市 お よび浜松 ・豊 橋 ・姫路 が この圏域 に含 まれ る.

地方 圏:上 記 の3大 都市 圏 ・周辺 圏を 除 く地 域 で,広 域

中心4都 市 ・県庁 所在 地26都 市 ・その他 の6都 市

が この圏 域に含 まれ る.

3地 帯区 分を用 い た これ まで の研 究で も,ほ ぼ 同様 の地

帯区 分が 踏襲 されて い る(た とえ ば,坂 下 ・浅野, 1979;

林, 1986).

7) 甲府 は地元 企業 比率 が78.3%と 非常 に高 く,東 京 と

は比較 的近 い位 置 にあ るが,地 方 圏都市 の性 格が 強 い.

8) 札 幌 の地元 企業 比率 は73.8%と か な り高 い.そ の 理

由 は,札 幌 の単独 事業 所比 率 が36.8%に も達 し,他 の

3都 市 に比 べて 約10%高 いた めで ある.

9) 必 要 に応 じて,各 都道府 県従 業者 数か ら研 究対 象都 市

を除 いた地 域 につ いて も7指 標 を算 出 した.以 下,こ の

場合 には,「 主 要都 市 を 除 く」 と記 す.主 要 都 市 を除 外

した地 域 につ いての指 標 は,各 都道府 県 の下位 階層 を な

す地域 の指 標 とみ なす ことが で きる.

10) 経済 的 中枢管 理機能 の集 積状 況か ら,3大 都 市 と して

把 握 され てい た東京 ・大 阪 ・名 古屋 にお いて,東 京 と大

阪 ・名古屋 間の格 差が と くに近 年拡 大 して いる とい う阿

部(1987)の 報告 と一 致 した結 果 とな ってい る.

11) 従業 者数 で は,東 京企 業 の大 阪支所:239,300人 ・名

古 屋 支所:135,760人,大 阪 企 業 の東 京支 所:167,640

人 ・名古 屋 支所:44,800人,名 古屋 企 業 の東 京 支所:

31,220人 ・大 阪支 所:12,880人 で,地 方 圏 県庁 所 在地

1都 市 当 た りの東 京 企業 支 所 従業 者 数9,900人 よ り も

は るか に大 き い.

12) 福 岡企業 の場合 に は,福 岡市 以外 に本所 を置 く企 業が

かな りの割 合で含 まれて い ると思わ れ るため,福 岡市企

業 の支 所進 出の比 率 は少 し低 くみ なす必要 が あ る.

13) 従 業者 数 で は,札 幌1,160人,仙 台1,500人,金 沢

200人,広 島2,240人9高 松78O人,福 岡2,870人 で

あ る.(準)広 域 中 心都 市 間相 互 の結 合 関係 は,こ れ ら

以 外 の県(た だ し同一 地方 ブロ ックを除 く)と の結 合 に

比 較す ると,強 い.

14) 自県 を除 く.他 の全 都道府 県 か ら支 所が 進 出 して い る

場 合 には この値 は46と な る.

15) 従業 者規模 について の分布 の正 規性 を保 つ ため,対 数

変 換 した値 を相 関分析 に用 い た.

16 )指 標 の うち, 「単 独事 業 所比 率 」か ら 「3大 都 市企 業

比 率 」 まで の合 計 は,ほ ぼ100%と な り,す で に 自由

度 が1失 わ れて い るこ とにな る.そ のた め, 7指 標 か ら

「単独 事 業所 比率 」 を除 い た6指 標 を クラス タ ー分析 に

用 い た.

17) Lク ラ スタ ーの うち,高 槻 の地 方 ブ ロ ック企 業比 率 に
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は,大 阪企業比率ではなく隣接の京都企業比率が反映 さ

れている.

18) このクラスターに横須賀市が含まれている.横 須賀は

東京との結びつきが弱 く,神 奈川県都市の うちでは地方

都市としての性格が最も強いといわれている.

19) 主要都市を除 く47都 道府県について県内企業比率の

平均値は,自 動車小売業53.7%と ともに銀行業67.8%

も非常に高い値を示す.県 内の上位階層都市企業の事業

所網が下位階層をなす地域に展開 していることが読み取

れる.

20) 長崎県を例にとると,保 険業従業者の うち84.0%を

生命保険業が占め,さ らに生命保険業従業者の約90%

をいわゆる外務員が占めるという.

21) これ らの6都 市のうち,と くに製造業の比率が高い都

市は倉敷 ・福山 ・北九州である.函 館 ・旭川では,金 融

保険業が最 も高い比率を示 し,県 庁所在地都市と類似 し

た産業別構成を示す。6都 市全体で,生 産資材製造業は

34.9%,機 械器具製造業は12.6%,保 険業 は11.2%を

占めている.
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The Development of Intra-Corporate Branch Networks and the Japanese Urban System

Jun NISHIHARA*

The spatial structures created by the internal organization and activities of enterprises have 

become an important determinant of the composition of urban systems in advanced capitalist 

countries. In this, research, the author attempted to clarify Japan's urban system with respect to 

the development of intra-corporate branch networks, focusing on the 74 leading cities(the prefectural 

capitals plus other cities with populations above 300,000). The data were converted from the 

Establishment Census published by the Statistics Bureau of the Administrative Management and 

Coordination Agency, which classifies establishments into 10 major industries and 28 economic 

categories (Table 4) , and by whether they are independent enterprises, headquarters or branch 

esatblishments (with the latter broken down by the location of the enterprise's headquarters). 

Employment total are given city by city for each category. From these data the author calculated 

the shares of totals employment in each city broken down by the location of the enterpriese's 

headquarters and the number of prefectures in which branches have been established (see a)-g) in 

Table 5).

The results of this analysis reveal the following:

1) The overall pattern of development of intra-corporate branch networks suggests that a national 

urban system has taken shape around a nucleus of enterprises based in the three largest metro

politan areas (Tokyo, Osaka and Nagoya <Aichi>).

The intra-corporate branch networks associated with enterprises based in Tokyo have developed 

on a truly nationwide basis (Figure 3). Analysis of the data reveals that the employment shares 

for branches of enterprises based in the three metropolitan areas average 30.8% for cities located 

within the metropolitan zone, 24.8% for cities located on the metropolitan fringe, and 16.5% for 

cities located in the provinces. In other words, the influence of the metropolitan areras is felt 

strongly even in the cities in provincial zone. There are also clear differences in the development of 

metropolitan-based intra-corporate branch networks within a provincial zone: employment shares 

range from an average of 25.1% for the core provincial cities (Sapporo, Sendai, Hiroshima, Fuku

oka), to 14.7% for prefectural capitals, and 13.2% for other lower-tier regions.

The intra-corporate branch networks of enterprises based in the core provincial cities and in 

quasi-core provincial cities (such as Kanazawa and Takamatsu) have in turn become important 

components of urban systems at the provincial level, taking in the prefectural capitals within each 

provincial block (Figures 1 and 5). In practice, many of these provincial enterprises may well 

be under the financial control of interests based not locally but in the three metropolitan areas , 
although for the moment the true extent of such indirect metropolitan influence must remain a 

matter for further research.

2) An investigation into the development of metropolitan-based intra-corporate branch networks by 

industry group and economic category reveals that within the metropolitan zone there is a prepon

derance of establishments engaged in local scale activities closely linked to daily life (especially

Geographical Review of Japan MA-1 1-25 1991 * Faculty of Education, Nagasaki University .
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establishments classified as retailers or service industry outlets) . On the metropolitan fringe, 

however, we find establishments engaged in manufacturing (especially of machinery) and in 

regional-scale business activities (including wholesaling and certain forms of retailing, especially 

large stores selling a wide range of products), while in the provinces we find establishments in 

industries which are organized on a national scale, such as machinery manufacture, wholesaling 

and insurance (Figures 7, 8 and 9).

With respect to functional differentiation in the development of metropolitan-based national 

intra-corporate branch networks, in the three metropolitan areas, we find the headquarters 

establishments which form the apex of theses corporate organizational structures concentrated 

areas. In the core provincial cities, however, which occupy an intermediate position in the hierarchy, 

we find organizations which handle management and administration at the regional level, while in 

prefectural capitals and other lower-tier regions we find field offices and manufacturing units. 

Areal specialization within corporate organizational structures, therefore, has become the primary 

factor underlying the formation of a hierarchy of cities and regions.

3) The linkages formed within the national and regional system of cities in Japan through the 

development of intra-corporate branch networks go well beyond the level to be expected from the 

Christaller model, agreeing instead with the results of research undertaken in countries such as 

the United Kingdom and Sweden. For cities in the provinces, however, the employment shares 

held by metropolitan-based establishments, which are indicative of Christaller-type linkages, have 

been an important determinant of urban size (Table 1).

In this research, Pred-type linkages have been analyzed in terms of the "number of prefectures 

from which branches have been established." An investigation of these Fred-type linkages reveals 

that the three large cities (Yokohama, Kyoto and Kobe) for which no clear niche has been found 

within the traditional model of the urban hierarchy display far stronger Fred-type linkages than 

do core provincial cities, and thus occupy a unique position within Japan's urban system. In addi

tion, the results confirm that Fred-type linkages have a stronger correlation with urban size than 

do Christaller-type linkages, within the metropolitan zone, within the metropolitan fringe zone, 

and in the provinces (Table 1).

Hence, we may conclude that the development of Fred-type linkage relationships with many 

other cities has led to the diversifying of urban functions of the large cities in Japan.

Key words: Japan, Urban system, Intra-corporation network, Cluster analysis, Headquarters, 

Branches
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